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要旨

電気産業の多国籍企業は､ほかの産業分野とくらべ､その多

面性は際立っている｡それは従来の国際化による地理的拡大

に加え､事業の多角化に対する各企業の取り組みにより､国

別企業別に大きく異なる企業体が存在する｡そしてさらにそ

の事業内容も先進国企業とそれに追随する新興国企業の中で

事業の選択が行われている｡さらにその事業の選択がその企

業のビジネスモデル､さらに商品のアーキテクチャーの選択

で大きく異なる｡専業化によって､世界規模の市場を目指す

事業形態と､限定された市場での総合販売を目指す企業が､

併存 している｡日本企業も､グローバル市場を対象市場とし

てのビジネスモデルの戦略が問われている｡

キーワー ド●ビジネスモデル､アーキテクチャー､地理的視

点､商品多角化視点､垂直水平分業視点､プラッ

トフォーム

Abstract

GlobalenterprlSeSinelectronicindustryarecharactenzed

foritsmultidiversityandvarietylnltSbuslneSSmodeland

platform lnitsglobalcompetition.Ontopoftraditional

patternofgloballZatl0n,multiproductpollCymakes

differenceineachcompany.Furthermore,CompanleSln

maturedcountryandcompanyinemergingcountrymakes

contrastingstrategytokeepcompetltlVeneSS.Successful

modelofbuslneSSSeemstObederNedfromthestrategy

totargetglobalmarketandshareindlfferentform
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buslneSSmodeltomeetglobalcompetltion,
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問題提起

多国籍企業論は､バー トレットとゴシヤール

の研究によって､類型化され､基本的多国籍業

論の基本的理解の中心となっている｡ 然るに､

事業の多角化､さらに20世紀後半からのICT

化の進展と､製造プロセスのモジュール化は､

新たな企業形態を生み出している｡この多様化

と変化する企業形態を従来のバー トレットゴ

シヤールの分析だけで包含しにくくなってきて

おり､従来の分類区分と異なる発展形態が生み

出されている｡ 特にエレクトロニクス領域の産

業群は､そのICTとの連関性 とグローバル化

-の対応の同時対応は､様々なバリエーション

図 1 グラント

を生み出している｡バー トレット&ゴシヤー

ルの分析は基本的には地理的拡大のプロセスを

中心になされている｡ 更に企業の形態は多角化

という伝統的手法の中での事業拡大と､逆に事

業対象を絞 り込んだ専業化には世界規模の市場

を対象とした規模の経済に根ざした戦略がみら

れる｡ 更に､事業のプロセス ･段階を分解した

垂直統合､垂直分業更に水平分業の形態を生ん

でいる｡ この3つの変化は､更に多国籍企業の

周辺に関連企業を生み出している 1)｡

従来の多国籍企業論で律しきれない多様性を生

んでいるといえる｡

このような視点に立った時､グラントの企業

成長の3つの軌跡はこの分析に大きなヒントを

企業戦略分類

曲 こ芯 Ⅱ 無 駄 鮮魚 も .T 'm ･

事業戦略は企業が戦略的にどの市場を主要対象とする
かで決定される

企業戦略は下記の3つのどの分野で競争するかによっ
て決定される

3つの視座の方向性とは

-グローバル視野の地理的視座

一商品の多角化の視座

一重置t水平野ビジネスモデルの選択の視座

グラント､R.M.加瀬公夫監修 『現代戦略分析』中央経済社､2008年､474ページより筆者加筆｡

図2 グラント教材欧州型マルチナショナル型多国籍企業
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ヨーロツ′ヾ 多Ffl主監企 =亡は分散 型i空事朋誉常 :

･ 各t主Iの 子 会 社はI虫立的.自立型である

暮 親 会 社 菅ま芋 会 社 上 級 幹 部 ぬ j王免 で棒 蛍 を支配

･ 代 表 約 番 例 の 企 薬 は 以 下 の 通 り

･ .Urlilovor.PhiHips.Couru ulds,RoyalDLJEChIShoH.

Bartlett,C.A.,andGhoshalS.ManagJ'n.,0･AcrossBoyde1-,HBSPress,1989.p.51



与えてくれる｡図1グラントによる企業の戦略

の3つのスコープである｡

地理的スコープの事業戦略

多国籍企業論における多国籍企業の定義は幾

つかあるが､基本的に2箇所ないし6箇所以上

の海外拠点を持ち､製造､販売､開発等を推進

する企業を多国籍企業と定義されていた2)0

地理的拡大の中での企業の成長戦略は､地理的

視点の分類と定義出来る｡ その中でバー トレッ

ト･ゴシヤールは､4つの企業モデルを提示し
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た｡欧州の複数の国の市場の中で形成されてき

たマルチナショナル型企業､米国のインターナ

ショナル型企業､日本の更にグローバル企業と

定義しその特質を明示している｡更に多国籍企

業の進展は､世界各地のグローバルな資源を､

内部化し最適利用するトランスナショナル企業

を定義している｡ この定義に基づ くと､欧米日

の多国籍企業の形態を明示した｡ヨーロッパで

は､EUの形成過程の中で､各国の独自性を生

かして分権型経営が先行した｡今エアバス企業

の成立､ロイヤルダッチシェル､ユニレバーの

ような集合型､2カ国本社型までその変種があ

図3 グラント教材米国型インターナショナル企業

Bartlett,C.A.,andGllOShaJS.,Managl'ngAcz･ossBordel-,HBSPress,1989,p.51

図4 グラン ト教材日本型グローバル企業

Bartlett,C.A.,andGhoshalS.Manat,011ngAc1-OSSBol-dez-,HBSPress,1989,p.52.
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図5 グラント教材 トランスナショナル型企業

相互依存†れ企暮体の
nqで､8t術.村井･人.
村FIの大Jtのまれ

トランスナショナル:纏**雷と鴨力の相互韓書にJ=6線食的本./トワーク企雷

-それぞれ義肋 縫鷺鷲膿がすべての企業金持に鷺雛

-それぞれ傭別の尊義件練会社市嶋に特売の無為暮離島を供給する

-本牧センターは全社線輪が統合的協力を生みだすように犠鞍する

BartlettC.A.,andGhoshalS.,ManagingAcl･OSSBo1-deI･,HBSPress,1989,p.52.

表 1 グラント資料 産業別多国籍企業の日米欧企業の特性

ユニリーバ 花王 P&G .

フィリップス Panasonic,GE

マルチナショナル グローバル インターナショナル

Bartlett.C.A.andGhoshalS.Managl'ngAcz･ossBol･der,HBSPress,1989,p.50.

る｡しかしABBのように分権型モデルで大い

に評価された企業も､その組織運営は一部修正

を施し集権化も進んでいる｡米国のインターナ

ショナル企業は､米国の多民族国家の中で形成

さゴ1米国内で自己完結したモデルをベースにそ

の応用型としての国際運営がされる｡基本的に

米国主導の経営であり､地域的特性に根ざした

マルチ ドメスチックな要素を経営の中で消化す

る能力にかけているとおもう｡この典型的な例

として､GMが世界及び米国における消費者の

動向を軽視した経営が今日の結果を招いた一因

である｡日本の多国籍企業は､標準化したグロー

バルモデルの経営が進められた｡今新たな新興

市場BRICs､VISTAの誕生に際し､新たな中

級 ･低級レベルの商品の対応が迫られている｡

グローバル戟略から､地域に根ざしたマルチ ド

メステック商品の開発の対応に迫られる新たな

変化の兆しがある｡

更に多国籍企業の進化は海外の現地の資源リ

ソースを内部化によって取 り込む トランスナ

ショナル型のモデルが注目された｡事業の発展

期のIBMがそれである｡ このモデルは研究開

発体制をハブ&スポーク型からハブ&ネット

ワーク型の研究体制を可能にした｡

産業別に電機､生活関連商品､通信機器の日

欧米の特筆を示している｡

更に最近メタナショナル型の海外事業が提唱

されている｡これは､とりわけ途上国の企業の

成長するにつれて､自国の内部資源 (原料 ･労

働･資本 Etc)に欠けている要素をアウトソー

スすることにより､多国籍企業化を果たす企業

を説明するのに適している｡

しかし､地理的スコープの分析は､どのよう

な商品で､どのような商品構成とビジネスモデ
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ルでの事業が展開されるかについては､答えて

いない｡この内容を分析するのが次の2つの

ファクターによる分析が必要になる｡

商品の商品戦略､多角化による事業戦

略- プロダクトスコープ

グラントはプロダクトスコープを定義してい

る｡ この定義を少し拡大して考察すると変化す

る電機事業の動向を的確に知る分析を与えてく

れる｡最近の電機企業の変化を､世界的レベル

で理解するのに大きく寄与している｡

事業の多角化には米国のコングロマリット型

の事業展開がある｡ 更に関連商品の中での多角

化は､アンゾフのマ トリックスで新市場の開拓

という地理的拡大と商品の新商品の拡大が成長

戦略となる｡ そこでの分析手法としてプロダク

トライフサイクルとプロダクトポー トフォリオ

(PPM)が事業戦略の主要な軸となる｡

ここでは多角化による事業の集積と､逆に商

品を選択集中し単品あるいは少数商品に集中し

て規模の経済を世界市場を視野に取る戟略が存

在する｡

複合型総合電機企業の転換

累積 した事業群からの選択的集中した事例と

して､

GE:ジェットエンジン､医療機器等に集中､

プラスチック部門の売却

シーメンス:携帯電話からの撤退､医療用器械､

風力発電､電気自動車等-の集中

GEは米国内市場占有率 2位から転落する事

業は､退出する｡ シーメンスは高い世界シェア

を目標とする｡ 当初の総合企業から戦略的集中

が進んでいる｡ 今この事業の選択と集中が急速

にすすんでいる｡ 米国 ･欧州にあっては､総合

家電メーカーはもはや存在 しなくなっている｡

GEはコングロマリット型事業の選択と集中を

繰 り返している｡ フィリップス社は既に､白物

家電から撤退している｡ また半導体を分社化し

ている｡
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単業型または少数商品モデル

少数モデルで世界シェアを目指す戦略をとる

企業がある｡

ノキア :携帯電話-の集中

HP, Dell:パソコン･サーバーに特化

インテル :CPUに商品の集中

これに対 し日本企業は欧米の事業の選択と集

中に比較して､その進展度は遅れている｡ しか

し次第に電機企業も3つの元の事業本体に集約

が始っているようにみえる｡ この成立過程をた

どってみよう｡

歴史的にその成立過程

多国籍企業の成立は､事業形成の過程の時代

的および国内外の経済環境によって形成されて

きた｡そこでの単品会社から複品会社さらに多

角的商品を抱える総合家電のような多大な品種

を抱える事業まである｡

欧州でも米国でも総合家電企業では成立 し

た｡GEやRCA､シーメンス､フィリップス､

トムソンなどがあった｡日本でも日本の国内市

場を背景に総合電機メーカーが成立していた｡

同時にそれ以外､米国のRCA,あるいはTV各

社および音響各社は相次いで姿を消 し､欧州で

もテレフンケンや独英の電機企業が事業活動を

停止した｡

また80年代までメインフレーム企業 も､コ

ンピューター企業も､ほぼ一貫生産を続けてき

た｡それから､製品のモジュラー化､デジタル

化さらにグローバル化の進展は事業の形態を多

様なものにしている｡ グラントのプロダクトス

コープは､この間題を考えるのに視座をあたえ

てくれる｡GEやRCA､シーメンス､フィリッ

プス､ トムソンさらに日本でも日本の国内市場

を背景に総合電機メーカーも､その成立過程の

需要基盤は国内市場さらに近隣諸国を主な対象

市場として､発展しその市場の需要にこたえる

ため商品の複品化が事業戦略として当然に拡大

していった｡

日本企業も大別して､重電産業グループ日立･
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東芝･三菱のようなE&Eグループ､コンピュー

ター ･通信企業 NECおよび富士通の C&Cグ

ループ､さらに家電グループAVHAパナソニッ

ク ･サンヨー､ソニー､シャープ等がある｡ 基

本的に国内市場を基盤として成立 し､そのうえ

で海外進出をはたした｡

しかしとりわけ欧米にあって､事業の選択と

集中が起 きている｡GEはマッキンゼ-のポー

トフォリオ分析 により､米国市場で 2位以内

の事業に集中する｡ジェットエンジン､医療機

械､原子力発電､白物家電とあたかもコングロ

マリットの事業形態をとり､事業相互間のシナ

ジー効果は望みにくい｡このモデルに似ている

のが､韓国企業で､サムスンは当初より､小さ

な国内市場を通 り越 して当初より､世界シェア

を5位以内の商品を､対象商品にして事業戦

略をとっている｡フィリップスはすでに白物家

電部門か らの撤退､半導体部門は分離 してい

る｡新規分野では医療機器分野を拡大 している｡

シーメンスは携帯電話からは撤退､医療機械､

風力発電､電気自動車の開発に重点をシフトし

ている｡ 註 4日本の企業はこの事業の選択と集

中のプロセスはテンポが遅い｡ 日本国内である

程度の需要が見込める中で､事業の集中化ある

いは撤退と集中化は欧米企業あるいは韓国企業

に遅れをとっている｡

単品複品企業群

一方現在 ICT関連事業のインテル､ノキア､

あるいはHP､デル､ソフ トのマイクロソフ ト

等､ベンチャー企業から出発して､得意とする

少数商品により当初から世界市場に挑戦 して規

模の経済を挺子に事業をのばした｡

まったく性格の異なる事業が多国籍企業とし

て存在 している｡このように業態の違う企業の

比較考証はあまりおこなわれていない｡ 日米が

80-90年代通商問題で争ったときもこの企業の

ビジネスモデル､あるいはプラットフォームと

事業形成に至る日米企業の正立過程の違いは明

白である｡

企業が水平 ･垂直分業により､ある特定の狭

い領域 ･ドメインでコアコンピタンスを経営の

比較優位として､周 りの協力企業との分業体制

で事業を形成することがこの単品複品型事業の

特徴 といえる｡

電機産業の分類

以上をまとめると次のようになる｡単品企業､

複品企業さらに多品種事業を分類すると以下の

ようになる｡

単複会社 事業形態と評価

ノキア コングロマリットから携帯電

話センギ ョウメーカー-の転

換

インテル パ ソ コ ン用 CPU専 業 メー

カーとして寡占的存在

テリレ ガレージインダス トリーから

のパソコン中心の事業体

HP コピー機､パソコン専門企業､

デルとともに95%EMS発注

モ トローラ TV,半導体､携帯電話からの

撤退明確な事業戦略が見えな

し1

選択 と集中進化会社

GE

シーメンス

マ ッキ ンゼ一方式による事

業の選択と集中､米国内2位

以内

総合電機から､医療 ･風力発

電 ･ソーラー電池 ･環境自動

車へ

フィリップス 白物家電･半導体からの撤退､

事業領域の集中

サムスン 世界市場の5位以内の事業に

集中

多角的商品企業

パナソニック 無線 ･白物総合家電メーカー

ソニー 無線関連相互総合メーカー､

ソフ ト･サービスへの事業拡

大

シャープ 無線 ･白物家電メーカー

註 3社 とも情報関連拡大で AVCC企業 と



もいう｡

東芝

日立

三菱

重電･家電･デバイス総合メー

カー

重電 ･家電総合企業

重電 ･家電総合企業､事業分

野の絞 りこみが進む

註 3社をE&E企業ともいう

NEC

富士通

コンピュータ･通信ソリュー

ション事業-特化

コンピュータ ･通信ソリュ-

ション-の特化

註この2社はC&C会社と定義している

国内市場を起点に出発した総合企業が､順次､

グローバル市場の競争に視点が移 り､次第に世

界レベルでのコアコンピタンスを持つ事業 ドメ

インの得意領域に事業を､選択と集中の結果次

第に集約している｡いち早 くグローバル競争に

さらされた欧米企業は日本企業よりも､いち早

く事業領域の選択と集中､さらに事業領域の変

化に直面した｡日本企業は､国内市場とグロー

バル市場という2重構造の対応のなかで､事業

の伝統的多角性を､いまだ持続している｡ 初め

から国内に多くを期待できない韓国企業が､当

初より世界市場をめざすことにより､あたかも

GEのような事業の絞 り込みがおこなわゴ1､経

営資源の戦略的集中が意図的に行われ､結果乏
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しい経営資源の中です ぐれた結果を生んでい

る｡ 中国企業は13億の国内市場に支えられ､

日本の技術移転により成立した国営企業の多角

化路線の日本型モデルと､米国からの技術導入

と買収によるのハイテク集中企業の両方が存在

している｡

米国の新興企業は､当初よりシリコンバレー

等､大学 ･ハイテククラスターを起点にした､

企業の成長は､単複商品に集中し､世界市場を

視野に入れた世界戦略で新たなビジネスモデル

を作った｡たとえば､CPUの開発で､インテ

ルを凌駕した､パナフアコムのCPUを生んだ

が､富士通は､単品の販売よりも製品の販売を

選んだ｡インテルはD･ラム等汎用品での販売

では､日本 ･韓国の量産メーカーとの競争を断

念 LCPUの生産に集中しその後の地位を確保

した｡ノキアはフィンランドのコングロマリッ

トであり､少量生産多部門の集合体であった｡

そこから一挙に世界市場での成長セクターの携

帯電話に着日し､事業領域を集中して今日の事

業体となった｡デルや本来のHPとコンパック

の合併によって今日のHPは､はじめから少数

の事業領域であった｡モ トローラは､その多角

的事業領域からTV､半導体､携帯電話と順次

撤退したが､今日に至 り競争力のある事業領域

を見出していないといえる｡

図6 野村総研データファンドリークラスターの形成

産 官 学 に よ るHsjnchuScienceParkの 半 等 体 i生業 CJusterの 形 成 フ'E)セ ス

半主事1事ig!′書の枚を形成するEZZ#会社｣ 山血 ∵二二二二 民 間 ･外 ヨ■企 *

I--､-I-㌔_ _-一■l ~

株 式 市 噂

此本臣吾 ｢産業 Cluster戦略とアジアの事例紹介｣日露産業講座 『産業クラスター形成 と経済』
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図 7 立教大学秋野教授報告垂直統合から水平分業への転換
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このように､電気産業の多国籍企業は､先

に地理的特徴 とは別に､商品的特徴 product

scope(プロダクトスコープ)の視点が､その

性格を明示しているといえる｡ 米国シェアでの

経営判断､世界シェアでの経営判断の違いがあ

るが､GEおよびサムスンの選択と集中は､日

本企業の経営判断を上回るはやい決断で､好成

績を残している｡さらに単品 ･複品企業は当初

から世界市場を見据えて戦略を構築しビジネス

モデルを策定している｡

日本企業も世界市場を見据えた選択と集中の

加速が求められている｡

EMSやフアンドリーの出現

このような競争環境の変化は､EMSやフア

ンドリーの成立､発展 と無関係ではない｡こ

れがプロダク トスコープと､あ とで述べる

verticalscope(パーティカルスコープ)にも

重大な影響をもたらす｡

米国の企業のファブレス企業の受け皿とし

て､誕生して発展した､フアンドリーは当初米

国で発達 したが､順次台湾を中心に発展して､

米国 ･日本企業からの注文を受けたある意味で

ローカル拠点企業である｡台湾に拠点を置 く輸

出企業ということができる｡ 半導体メーカーは

EMSにくらべその設備投資額が大きく､分散

型の投資は適さない｡さらにその投資に際し､

台湾政府が相応な役割を果たしたといえる｡ こ

の理由によりフアンドリーのEMSのような国

図8 立教大学秋野教授報告 初期のブランドキギョウト企業と EMSの関係
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秋野品二｢エレクトロニクス産業における分業構造の新展開戸EMSの発展｣口本経営学会関東部会､2008年11月29日報告｡
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図9 立教大学秋野教授報告
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秋野晶二 ｢EMSの現代的特徴とOEM｣立教ビジネスリビュー2008年6月､94ページ｡

際的展開を可能にせず､台湾の独自な発展を生

む結果となった｡

反面 EMSは当初米国で成立した｡その後北

米中心から東欧アジアにも世界的レベルで展開

し､一種の国際企業である｡次第にアセアン中

国を生産拠点とする事業が拡大している｡また

その中で台湾企業の存在が高まってきている｡

基本的には､アセンブリー事業の､調達の規模

の経済メリットと､自動組み立て機械の稼働と､

低廉の労働コストをメリットとしている｡さら

にトップ企業のフォンフアイは､世界的規模の

社内金型工場が､金型 ･部品と付加価値部分を

高めている｡ 活動はアジアの中国ベ トナムばか

りでなくインド､チェコにおよび､北米のメキ

シコで､ソニーのTV部門の買収をし､さらに

同社からのTVの発注を受けている｡ このビジ

ネスモデルの競争の持続性については､今後の

研究が必要と思う｡しかしこの現状グローバル

レベルの事業展開は､多国籍展開の-事例とい

える｡EMSの展開は､多国籍企業の製造拠点

の拡大に対し､労働や集中購買､さらに高度の

機械稼働によるコス トダウン効果を生み､地理

的な視点での､東欧､メキシコの稼働からその

後アジアに一層集約がはじまったが国際的事業

展開をはたしている｡

EMSの誕生は､コンピューターとりわけパ

ソコンの水平分業と生産のアウトソーシングで

一挙に発展した｡ その領域は携帯電話さらに各

図10 グラント報告 3つの多国籍企業の視座

垂直 商品
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Aは単一企業内分美,Bは複数社による分業
どちらがコスト的に凍れるか?

グラント､R.M.加瀬公夫監修､f現代戦略分析』中央経済社､2008年､477ページより筆者加筆｡
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種家電製品に拡大がみられた｡

さらにEMSの発展は企業のプロダク トス

コープの発展を促 した｡米国企業は商品の企

画･設計･デザインに集中し､生産をアウトソー

シングしてスピー ド性と価格の競争力を同時に

達成した｡デルや､アップルのように生産設備

の投資を避けて､商品企画さえよければ､商品

の販売する企業になれるのである｡アマゾンの

キンドルの評価はいまだ不明であるが､目論見

どうりことが運べば､ICP製造小売 り業となる

わけである｡ソニーのプレステーションも､任

天堂のWeeもEMSに製造委託をしているが､

結果高い設備の投資を避けて､高い収益性をほ

こっている｡

そして､また同時に事業の垂直 ･水平モデル

に大きな影響をもたらした｡

ここで､その内容については､集中して説明

をくわえる｡90年台各PCメーカーの設計を

もとに､EMSは注文を受けて､組み立てた｡

共通部品の集中購買と組み立て機械の稼働が

EMSの存在を可能にした｡

さらにEMSは設計能力を高め､オリジナル

デザインマニュファクチャー (ODM)に進化

する｡さらに自社のブランドで自主商売を始め

ると,オリジナルブランドマニュファクチャー

(OBM)となる｡ ここまで来るともうEMSへ
の引き返しはない｡

図 11 立教大学秋野教授報告
~■L.巾~巾㌧ ~ ･.Tr L
撃
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例をあげると､エイサーはすでに自社ブラン

ドで製品の世界展開を､はたしている｡一方フォ

ンフアイ社 (Foxcon)は､EMS専業メーカー

として部品金型の内作の部門を高めることに専

心している｡ このEMSの存在は多国籍企業の

商品構成を形成するproductscopeに重大な影

響を与えている｡さらに次の垂直スコープにも

重大な影響をあたえている｡

垂直 ･水平スコープの事業の展開

再度グラントの図表でグラントの定義する

VerticalScopeを見てみよう｡

従来型の経営では事業プロセスの垂直統合型

事業を意味する｡そこでは上図での単一会社の

社内垂直統合で事業がされたのはよくあるケー

スであった｡しかし下図の垂直分業が企業間で

行われることも多い｡具体的にいえば､パナソ

ニックとトーレでプラズマパネルの合弁会社を

設立した｡またエレクトロルミネッセンスEL

についても同様に住友化学とパナソニックの合

弁が進められている｡ トーレのカーボンファイ

バー樹脂は､三菱重工等に納入され航空機の機

材に組たてられ､ボーイングに納入されている｡

この商品の開発生産プロセスは､垂直分業シス

テムといえるであろう｡一方パソコン･携帯電

話は90年代､米国の企業が商品企画設計を通

垂直統合から水平分業へ

図 11､
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して､台湾等の外注企業に製品組み立てを発注

する｡ 生産設備の多大な変動の多い費用を外注

化することで､スマイルカーブの底辺でもっと

も営業利益率低 く､且つ設備投資の負担と未稼

働ロスを避ける､アウトソーシングの水平分業

が常体となってきた｡これは前章のプロダクト

スコープで､説明された｡

さらなる EMSやフアンドリーの役割と発展

地理的要因で意味のあったEMSとフアンド

リーは水平分業の役割をになった｡

この結果､90年代から急速に､EMSという

組み立て作業を専業とする業態が急速に発達し

た｡また半導体にあっても､半導体企業で､設

計 ･製品開発のみを行って､その製品化､ウエ

ハー組み立て検査マーキング等を外注する企業

もできてきた｡その設計開発する会社はファブ

レスといわ､その受け皿はフアンドリーという｡

特に台湾は半導体 ･液晶という事業開発が台湾

でとりわけ成長をとげ､EMSもその製造基盤

は次第にアジアに集中している｡

日本の電機メーカーの具体的モデルの転換が

見られる｡ ソニーはいち早 くウォークマンの工

場をソレクトロンに売却した｡また同社のメキ

シコ工場をホンフアイに売却 しそこからOEM

供給をうける｡

TV生産にあって､デスプレイからの一貫生

産をとるのはパナソニックとシャープであ り､

上述のソニーだけでなく､東芝､日立､三菱等

アウトソーシングと事業集約が進んでいる｡

今 TVの一貫生産を行なっているのは日系 2

社と韓国2社､それに液晶生産設備を買い付け

る中国企業が世界市場に本格的に登場する可能

性がある｡

このように垂直分業は技術の拡散を生む側面も

ある｡

垂 直 ･水 平 統 合 ･分 業 スコープー 垂 直 ･

水平分業と事業戦略の実態

産業の構造について､伝統的に垂直統合ある

いは垂直分業で成立してきた｡特に電機産業に
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あっては米国のメインフレーム業界は自社内で

の垂直統合型で80年台は推移 した｡そjtがパー

ソナルコンピューターの時代になって､基本

OS,CPU等分業型専門企業が成立し､それを専

門部品業者と､OS,組み立て企業と分業が成立

した｡家電業界も垂直統合型で主要部品､基本

設計開発さらに組み立てと企業内統合型生産で

あったが､次第に部品業者と組み立て企業との

水平分業が常態となった｡

メインフレームのビジネスモデル

80年代のコンピューターメーカーは垂直統

合型で､社内で一貫生産を行っていた｡これが､

パソコンの生産体制で大幅に変化をとげた｡主

要部品が標準化され､かつデジタル機能の部品

は､ほかの部品と入れ替えても､調整はいらな

くなった｡

アーキテクチャー論でモジュラー型のモデル

の特性と説明されているが､デジタル型モジュ

ラー型が商品のグローバル集中生産を促進 し､

アジアが世界の工場となる一大要因になってい

る｡

水平分業の ICT モデル

この新たな変化をうけて､90年台になると

事態は一変した｡パソコンの発展は､従来の垂

直統合型モデルから専業メーカーの水平分業に

なり､対象市場を一挙に世界市場において専門

商品の世界市場確保による規模の経済をとる戦

略のビジネスモデルがおきた｡それの代表的な

ものがパソコン産業でのケースである｡ 基本ソ

フ トはマイクロソフ トのMS-DOSの発展の中

で､寡占的に市場を占有してきた｡アップルの

Macもニッチなレベルでの存続 となった｡近

年リナックスの台頭がグーグルの新 OS等うま

れ､その覇権にやや影がさしだした｡マイクロ

ソフ ト用 CPUを開発 したインテルは一貫 して

半導体のしかもCPU専業メーカーとして､地

位を確保した｡デルはパソコンの専業メーカー

としてSCM利用の新 ビジネスモデルを確立

して､パソコン専業メーカーとして発展 した｡

HP,ノキアにしてもあくまで世界シェアを視野
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に入れた戦略で企業は急成長した｡

家電製品のビジネスモデル

同様のことが､家電産業にもみられた｡主要

部品の標準化とアウ トソーシングとさらに組

立てのアウトソーシングが､同様におきた｡日

本の企業にあっても､ソニーがいち早くアウト

ソーシングをてがけ､低付加価値商品から､外

注を手掛け､ソレクトロンに自社工場を売却し

ウォークマンを外注した｡さらに最近はメキシ

コのTV工場を台湾のフォックスコンに売却し

たという｡ パソコン･TVの外注は日本の企業

でも普通のこととなった｡

反面この進展は途上国の企業の参入をより容

易にし､商品のコモデティ化を促進することと

なった｡米国でのTV製品のニビオ主導の価格

の低落や､シンプルカーナビの欧州さらに台湾

企業の参入が相次いでいる｡

新たな日本のデジタル家電における部材 ･

部品 ･製品の垂直 ･水平分業

反面､水平分業で企業のコアコンピタンスを

持たず､高い競争力を持続的に維持できるかは､

疑問が残る｡ ソニーのとった路線は今後の歴史

的判断に委ねねばならない｡シャープやパナソ

ニックの高付加価値部品の内製化は高い設備コ

ス トに見合う償却のリスクを抱える半面､内部

化による高い付加価値の保持と技術革新能力の

持続に有効である｡

例えば､プラズマパネルにおける､パナソニッ

クとトーレの合弁事業､今後展開される住友化

学とパナソニックのELの合弁事業は､新たな

垂直分業と内製化の新たなモデルといえよう｡

そもそも家電製品､自動車製品等機械産業の成

長は､素材とその結晶である部品の成長に支え

られてきたのである｡ プラズマTVや､液晶

TV,デジカメに至るまで､新たな商品化は日本

の垂直分業によって支えられてきた｡石油化学

の基礎素材からできた機能性化学品がデジタル

家電の屋台骨を作ったのである｡そうでなけれ

ば､日本も2000年台までに姿を消した米国の

TV･音響メーカーの姿を一挙にたどったであ

ろう｡ 最近アップルのiPOD,iフォーン､ある

いはボウスの音響機器､さらにウインドウのデ

ジタルTVへの参入は､異分野らの参入である

といえる｡このように垂直統合モデルの積極的

戟略的意義は再評価されねばならない｡

インテル ･クアルコム .ARMの半導体企業

の異なる戦略

インテルは長 らくウインドウズOS用 CPU

を開発し､継続的に市場を独占してきた｡内製

部品のCPUを指してパソコンにインテルイン

サイドの表示を誇っている｡

パソコンにおけるインテル製は圧倒的であ

る｡片や､クラルコム社は､携帯電話の ドライ

バーおよび各種関連特許でCDMA第 3世代電

話機で､圧倒的な立場を確立した｡電話用半導

体の販売に加え､セット売上代金の5%のロイ

ヤリティの支払いをうける｡世界市場規模のパ

ソコンにおける現状 2億台弱と､5億から10

億台に上昇中の携帯電話市場の成長は両社の次

の戦略をめぐり衝突している｡ さらにクラルコ

ムは新たにMPUの開発にのりだした｡

さらにここにきて急速に成長してきたARM

社が新たなビジネスモデルで急速に成長してき

た｡それはCPUの設計仕様書､同社はアーキ

テクチャーという)を提供 し､CPUを使用す

る企業は､そのアーキテクチャーを使用した複

数のマルチソースの選択が可能になったとい

い､ARM仕様に基づ く携帯電話のCPUがす

でに圧倒的な数にのぼっているという｡これは

今までの製品､単品の部品からさらに進んで､

OS･アプリケーションソフトという部品 ･プ

ロセス別垂直分業の進化したビジネスモデルと

いえる｡このようにパソコン､携帯電話をめぐっ

て､3社が異なった戦略で､新たなビジネスモ

デルを発表し市場の確保に努めている｡さらに､

TV,パソコン､さらにコンピューター化する携

帯電話の3つの機器が､市場の占有を目指して

の競合関係が発生している3)｡



新たな戦略の構築､ビジネスモデル､ロー

ドマップ､プラットフォームの策定の戦略

このように､ビジネスモデルが独白のアーキ

テクチャーを採用 して世界レベルでの戦略を構

築 している｡ そしてその戦略は単純モデルで､

世界規模の標準化を模索 して規模の経済のメ

リットを享受している｡ これは､商品における､

ノキア､デル､HPさらにGEや三星の実施す

る販売戦略と､さらに部品業界で､世界標準を

確保するインテルやクアルコムの戦略に､さら

に特許権､アーキテクチャーで､ロイヤリティ､

ライセンスで収益を得る新たなビジネスモデル

も､どこで事業の収益の源泉を確保し､かつ規

模の経済 ･世界シェアを確保する戦略は､基本

的に同一である｡

地理的なスコープは､製品 ･部品 ･製品のソ

フト｡ アーキテクチャーいずれの場合も国際規

模での事業戦略の選択の中で行使される｡ プロ

ダクトスコープは世界規模での競争力に焦点を

あてた､新興ベンチャー企業と､従来型の多国

籍企業のから商品の選択と集中の絞 り込みの進

展度合いで様々な形が生 じる｡ さらに垂直統合

から垂直分業､さらに水平分業がハイテク産業

のなかで､揮然と輩出している｡ 産業間垂直分

業もあれば､プロセス間垂直分業もある｡ さら

にEMSが生産水平分業の受け皿として､アジ

アを中心に世界規模で活動している｡

結語的覚書

多国籍企業の成長戦略を論 じるとき､3つの

視座を考察した｡

多国籍企業を定義するとき､地理的スコープ

でのバー トレット･ゴシヤールの多国籍企業

の分類はすでに定着した評価 となっている｡ し

かし､プロダク トスコープによる多国籍事業

の分析はされていず､結果､事業の選択 と集

中､そしてグローバル化の進展による事業形態

の差異 と特徴は明示的に分類 されてこなかっ
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た｡ビジネスモデルの変化に対す る認識が必要

となる｡ そこではプロダク トライフサイクル

(PLC)､プロダクトポー トフォリオマ トリック

ス (PPM)が分析のツールを提供 しサプライ

チェーンマネジメント (SCM)もより有利な

手法を提供した｡

さらに､垂直 ･水平の企業の統合 ･分業は､

事業のプラットフォーム､あるいはアーキテク

チャーの設定により新たなビジネスモデル､プ

ラットフォームによる事業の階層分解による事

業がうまれている｡ このような特定領域での国

際的展開する企業をはたして多国籍企業と分類

するかは定型化されていない｡しかしその事業

が､製造 ･開発 ･販売何 らかの部門で5か所以

上国際的に展開している企業を､多国籍企業と

する従来型定義によれば､これを否定すること

は出来ない｡改めて地理的スコープに加えて､

プロダクトスコープ､垂直 ･水平スコープの検

討を付け加える必要がある｡

多国籍企業論が単に企業分析のツールとして

過去のデータ分析で終わるのでなく､閉塞する

今日の日本の多国籍企業の新戦略構築に何 らか

の貢献をすることが次の役割である｡

〔注〕

1)グラント､R.M.加瀬公夫訳 『現在戟略分

析』中央経済社､2008年｡(Grant,R.

M.Contempoz-DryStTategYAnalysl'S,

BlackwellPublishing,2007.)

2)山下達也 ･高井透 『現代グローバル経営

用論』同文館､1993年｡ハーバー ド

大学多国籍企業プロジェクトの定義は

｢フォーチュン誌のランキング500以

内､売上高 1億 ドル以上､海外子会社

6各国以上､総資産の 20%以上が海外

子会社が占める｡｣

3)日本経済新聞､2010年 2月5日｡
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